
（様式１） 個別事業評価表

評価基準年月日 平成１７年 ６月 １日年度 １７ 整理番号 Ｋ２１１１１２４
児童養護施設等入所児童自立支援事業個 別 事 業 名

複数の事業を１つにまとめて評
価した場合の当該事業コード

施 策 名（小 項 目） 施策体系コード
重点推進分野 － － －
基本施策 子育て環境の整備と子どもの健全育成 ２－１－６－４

024-521-7174事業担当部局 保健福祉部自立支援領域 直通電話
jidoukatei@pref.fukushima（評価者名） 児童家庭グループ参事 古橋 季良 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

始 期 Ｈ１３ 終 期 Ｈ１９１ 事業の概要
児童養護施設等に入所している児童で家族や親類からの支援を受けることができない児童の就職条件
の整備等を推進するため、普通自動車運転免許の取得費用の一部を支給することにより、就職先の選択
肢の拡大を図り、児童の自立に向けた支援体制の強化を図る （支給限度額 円）。 150,000

２ 事業の目標
（何、誰を対象にしているのか？）( ) 事業の対象1
児童養護施設等の入所児童

（対象をどのような状態にしたいのか？）( ) 事業の意図2
児童の就職の条件である普通自動車運転免許の取得費用の一部を補助することで、
就職条件の整備を図り、児童の自立を支援する。

( ) 指標の設定 ア 活動指標 指標名 支給児童数3
※ 実施する

計算式 費用の補助を行なった児童数事業内容を

表す指標

イ 成果指標 指 ①
標※ ①上位施策

名 ② 当事業の補助により、就職して自立(退所)した児童数。・ ②事業の

意図 を表す

計 ①指標

算
式 ② 費用の補助を行った児童のうち、就職して自立した児童数

３ 事業の成果
( ) 予算の推移 １５年度 １６年度 １７年度 ※ ～ 年度は決算額1 15 16

事業費（千円） 年度は当初予算額0 446 750 17
財 国支出金
その他

0 446 750源 県 費
( ) 指標の変化 基 準 値 １５年度 １６年度 １７年度 年度 達 成 率2 22（ ）

( 年度 ( ) ( )14 b-a / c-a）
×１００

a 5 5 c 7ア 活 動 指 目標 ( ) ( )
3 0 b 3 0.0%標 実績 ( )

イ ① 目標 ( ) ( )- a c
成 果 指 標 実績 ( )b
※ 東北 ( ) ( ) ( )1 a b c

全国 ( ) ( ) ( )a b c
- a 5 5 c 7イ ② 目標 ( ) ( )

3 0 b 3 0.0%成果指標 実績 ( )
※２ 東北 ( ) ( ) ( )a b c

全国 ( ) ( ) ( )a b c
( ) 補足説明 ※１「イ ①成果指標」当該事業の上位施策の目標である成果指標を記載3 -

※２「イ ②成果指標」当該事業の成果指標を記載設定-

年度からの総支給児童数及び就職して自立した児童数（累計）13
年度 年度 年度 年度13 14 15 16

就職して自立した児童数 人 人 人 人5 8 8 11
総支給児童数 人 人 人 人5 8 8 11



４ 事業の評価
評 価 項 目 評価 左 の 理 由 ・ 根 拠 等

( ) 施策への寄与度（上位施策の目標達成のためにこの 養護施設の入所児童は、家庭環境に問1
事業はどの程度寄与しているか？) 題があるため、家庭からの支援が得られ
Ａ 目標達成のために欠かせない ないケースが多く、そのため自立をする
Ｂ 目標達成のためにある程度貢献している Ｄ 上での課題も多い。このような児童が社
Ｃ 目標達成のためにあまり貢献していない 会的に自立していくためには、就職条件
Ｄ 施策の寄与度把握困難 の整備など十分な支援が必要であり、当

事業の有効性は高く、施策の目標達成の
ために寄与している。

( ) 事業の有効性（事業の実施によって期待された成果 （Ｄとした場合は記載）2
が得られているか？）

3 / 5 100 = 60.0%Ａ 期待どおりの成果を得られている ×
Ｂ 概ね期待どおりの成果を得られている Ｂ
Ｃ 期待したほど成果を得られていない
Ｄ 事業の成果把握困難
( ) 県関与の必要性（県が今後実施・関与すべき事業 当事業の対象は、家族や親類など他か3
か？） らの支援が受けられない児童であり、こ
ア 県が直接実施する必要がある（民間委託を含む） うした児童が自立していくためには、措
イ 他の公的部門又は民間で実施するが県も関与する ア 置した県が支援する必要がある。
必要がある
ウ 県が関与する必要はない（民間等他の実施主体で
実施可能）

( ) 社会経済情勢の変化(近年、事業のニーズは変化し 家庭環境上の理由で家庭に戻れない児4
ていないか？） 童は今後も増えると思われる。そのよう
Ａ 事業のニーズは増加傾向にある Ａ な児童は家庭からの支援が困難なケース
Ｂ 事業のニーズは変化していない が多いため、自立する上での支援は必要
Ｃ 事業のニーズは減少傾向にある である。

児童養護施設入所児童数推移(各年度
現在 平成 年度総定員 人）3/1 16 454

H11 H12 H13 H14 H15 H16
人 人 人 人 人 人368 391 419 423 423 439

５ 事業に関する各種意見
（県民や各種審議会等からの意見）
各児童養護施設からは、この事業に限らず、児童が退所して自立するための支援は必要だと声が上が
っている。
（県の出先機関からの意見）

６ 目標達成のための課題
（事業目標を達成するための課題）
家庭等からの支援が得られない児童が対象であるため、その分自立する上での課題も多く、十分な
バックアップが必要である。
（いわゆる費用対効果の観点で代替手段の可能性等）

７ 今後の事業の方向性
１次評価 ２次評価

具体的な改善・見直し等
方 向 性 評 価 優先度 左の理由等

拡充 年度に要綱の改正を行い 各児童養護施設から退所A 16 、
継続 支給限度額を引き上げたところ Ａ最優先 した児童を支援する事業とB
現状継続 Ｂ－１ である。また、家庭からの支援 して、今後も継続して実施B-1
手法の改善 が得られないケースは増えてい Ｂ優先 していく。B-2
縮小 くと思われるため、引き続き事C-1
他事業に統合 業を実施していく。 Ｃ 優 先 順C-2
休止 位低いD-1
終了 Ｄ 休 止 ・D-2

終了

８ 福島県事業評価委員会の意見及び県の対応方針
福島県事業評価委員会の意見 左に対する県の対応方針

（審議結果） （付帯意見）


